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第１ 行政監査の概要

１ 監査のテーマ

ＮＰＯ法人との協働・連携について

２ 監査の趣旨及び目的

本県では，県政の基本目標である「快適生活県おかやま」の実現に向けて，県民

が真に豊かさを実感できる，夢と希望あふれる岡山県づくりを推進している。

この目標を達成するためには，県・市町村の連携はもとより，県民，ボランティ

ア，ＮＰＯ法人等の多様な主体と行政が目標を共有し，その目標に向かって，とも

に力を合わせて活動する協働によって，活力ある地域づくりを進めていくことが求

められている。

このため，県とＮＰＯ法人との協働・連携事業が適切に推進されているか，ＮＰ

Ｏ法人の活動しやすい環境が整備されているかなどについて監査し，活力ある地域

づくりの実現に資するものとする。

３ 監査対象機関及び監査対象事業

(1) 監査対象機関

監査対象機関は，平成21年度にＮＰＯ法人と協働・連携事業を実施した29所属

（本庁17課室，出先機関12課室）及び協働・連携を推進するための支援施策を所

掌する本庁県民生活部県民生活交通課である。

監査の対象とした協働・連携事業の相手方は，特定非営利活動促進法（平成10

年法律第７号）に基づき認証を受けているＮＰＯ法人である。

(2) 監査対象事業

， （ ，監査対象事業は 監査対象機関が協働・連携して実施した75事業 本庁50事業

出先機関25事業 （延べ107事業）のうち，県費の支出額に着目して選定した39）

事業（本庁25事業，出先機関14事業）である。

監査対象機関及び監査対象事業は，別紙１のとおりである。

４ 監査の着眼点

(1) ＮＰＯ法人との協働について

ア ＮＰＯ法人との協働事業に積極的に取り組んでいるか。

イ 協働事業の目的，役割分担，責任の所在は明確になっているか。

ウ 協働事業の透明性は確保されているか。

エ 協働事業の評価・反映を十分行っているか。

(2) 協働を推進するための環境整備について

ア 全庁的な推進体制は整備されているか。

イ 活動環境の整備のための支援に努めているか。

ウ 岡山県，市町村，ＮＰＯ法人との連携はとれているか。

エ 適切な参入機会は確保されているか。

オ ＮＰＯ法人に関する広報や啓発は効果的に行われているか。
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５ 監査の実施期間

平成22年６月から平成23年３月までの間に実施した。

６ 監査の実施方法

監査対象事業について，あらかじめ監査対象機関から監査調書等の提出を求め，

その中から抽出した19所属20事業及び本庁県民生活部県民生活交通課の支援施策に

ついて，監査事務局職員による実地調査を実施した。その他の事業については，書

面による調査を実施した。

これらの調査の結果を踏まえ, 書面による委員監査を実施した。

また，協働・連携事業の相手先であるＮＰＯ法人（29法人）に対して，郵送によ

るアンケート調査を実施した。

第２ 監査対象事業等の現状

１ ＮＰＯ法人の現状

(1) 認証の状況

平成22年３月31日現在のＮＰＯ法人の認証数は，537団体（解散等を除く ）。

である。

また，人口10万人当たりの法人数は，28.3団体である。

（表1）認証の状況

区 分 岡 山 県 全 国

認 証 数 537 39,732

人口10万人当たり法人数 28.3 31.6

(2) 年度別の認証数

ＮＰＯ法人の年度別認証数は，次のとおりである。

（表2）年度別認証数

年度 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

認証数 4 23 21 30 45 81 53 59 110 51 41 60

解散等 1 3 7 6 8 6 6 4

累計 4 27 48 77 119 200 246 299 401 446 481 537

(3) 分野別法人認証状況

ＮＰＯ法人の定款に記載された全ての特定非営利活動を分野別に集計すると，

次のとおりである。

「保健，医療又は福祉の増進を図る活動」が最も多く，次いで「社会教育の推

進を図る活動 「子どもの健全育成を図る活動」の順となっている。」，
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（表3）分野別法人認証状況

特定非営利活動の種類 法人数 割合(％)

１ 保健，医療又は福祉の増進を図る活動 393 73.2

２ 社会教育の推進を図る活動 262 48.8

３ まちづくりの推進を図る活動 240 44.7

４ 学術，文化，芸術又はスポーツの振興を図る活動 183 34.1

５ 環境の保全を図る活動 159 29.6

６ 災害救援活動 53 9.9

７ 地域安全活動 74 13.8

８ 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 145 27.0

９ 国際協力の活動 101 18.8

10 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 78 14.5

11 子どもの健全育成を図る活動 257 47.9

12 情報化社会の発展を図る活動 58 10.8

13 科学技術の振興を図る活動 35 6.5

14 経済活動の活性化を図る活動 65 12.1

15 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 136 25.3

16 消費者の保護を図る活動 38 7.1

17 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関 273 50.8

する連絡，助言又は援助の活動

合 計 2,550 ―

注 １ 定款に記載された特定非営利活動の種類（複数回答）

２ 割合(％)は，実法人数 537法人に対するものである。
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２ ＮＰＯ法人等への支援施策

(1) 県の推進体制について

パートナーシップ社会の構築に向けて，ボランティア・ＮＰＯとの協働に係る

施策を総合的に推進するため，県民生活部次長を議長とし，庁内各部局の主管課

長を委員とする，ボランティア・ＮＰＯ協働推進庁内連絡会議を設置し，各部局

で行われるボランティア・ＮＰＯとの協働事業が重複したり矛盾したりといった

ことがないように，情報の共有や調整を行う役割を担っている。

また，県とＮＰＯとの協働事業は，各部局ごとに実施され，協働に係る県職員

の意識啓発や県との協働に関する相談等の窓口業務は県民生活部県民生活交通課

が担っている。

各県民局では，平成17年度に協働推進室を設置して市町村との連携や協働事業

の提案募集を実施し，地域の特色を生かした協働事業を推進している。

(2) 支援税制について

「特定非営利活動法人に係る県税の特例に関する条例（平成13年岡山県条例第

９号 」に基づき，法人立上げ支援等のため，県民税の均等割，不動産取得税及）

び自動車取得税の課税免除を行っている。

平成21年度の県民税（均等割）の課税免除件数は331件で，不動産取得税及び

自動車取得税については該当がなかった。

ア 県民税（均等割）

ＮＰＯ法人からの申請により原則課税免除するが，収益事業を行っている法

人に対しては，当該収益事業における益金が損金の額を超えない事業年度（申

告納付すべき最初の年度以降３箇年度を限度）に係るものに限り免除を受ける

ことができる。

イ 不動産取得税及び自動車取得税

特定非営利活動に係る事業の用に現に供されていること及び法人の設立当初

の役員又は社員から無償で取得し，設立の日から３月以内に移転登記を受けた

ものについては，その者の申請により免除を受けることができる。

(3) 岡山県とＮＰＯとの協働の手引きについて

「岡山県とＮＰＯとの協働の手引き」は，新しい市民社会の中で行政とＮＰＯ

がどのように連携していくべきかという基本認識や，新たに協働事業を行う際の

標準的な手法について，協働事業の実施にあたる県職員のガイドブックとすると

ともに，協働の相手方となるＮＰＯ関係者をはじめ市町村，企業の方々の参考に

していただくことを目的として平成17年２月に作成された。

(4) ゆうあいセンターについて

ア 岡山県ボランティア・ＮＰＯ活動支援センター（ゆうあいセンター）は，岡

（ ）山県ボランティア・ＮＰＯ活動支援センター条例 平成17年岡山県条例第15号

に基づき，平成17年９月に設置された。

イ ゆうあいセンターは，ボランティア・ＮＰＯの活動の健全な発展を支援する

とともに，ボランティア・ＮＰＯをはじめ，広く県民，事業者，行政機関の職

員等が気軽に集い，情報交換，交流及び連携を進める場を提供することを目的
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とする。

ウ ゆうあいセンターは，指定管理者によって管理・運営されている。平成22年

３月31日現在は，岡山県ボランティア・ＮＰＯ活動支援センター管理運営共同

体（構成団体：社会福祉法人岡山県社会福祉協議会，特定非営利活動法人岡山

ＮＰＯセンター）が指定管理者となっている。

第３ 監査の結果及び意見

県では，21世紀の県民生活の向上と活力ある地域社会の実現には，行政，民間企

業，ボランティア・ＮＰＯ，県民がパートナーシップ（協働・連携）のもと一丸と

なって取り組む，県民総参加のボランティア・ＮＰＯ社会の構築が不可欠であり，

ボランティア・ＮＰＯ活動の健全な発展を促進する必要があると考えていた。

このため，行政，民間企業，ボランティア・ＮＰＯや県民などのそれぞれの役割

と責任を明らかにするとともに，県の支援の基本的な考え方を取りまとめた「岡山

」 。県ボランティア・ＮＰＯ活動の促進に関する基本指針 を平成12年10月に策定した

その後，種々の支援施策を展開し，協働を基調とした豊かで活力ある岡山県づく

りに取り組んだ結果，県内各地のさまざまな分野で，多様な主体の協働による地域

づくりが芽吹き大きく実を結んできた。

今回の監査においては，県とＮＰＯ法人との協働・連携事業が適切に推進されて

いるか，ＮＰＯ法人の活動しやすい環境が整備されているか，などを着眼点として

監査した結果，協働・連携事業を実施したＮＰＯ法人は，事業の実施は，ＮＰＯ法

人の活動目的に合っていた，県と対等な関係で事業を実施できた，ＮＰＯ法人の特

徴を十分に生かせる機会を得られた，人材育成につながったとの意見や，事業を契

機として，今後とも県と協働・連携したいとの意向が寄せられるなど，一定の成果

が見受けられた。

他方において，職員の協働に対する熱意や意識の向上を望む意見や，部署によっ

て協働に対する意識が大きく異なっているなどの意見が寄せられるなど，協働・連

携事業の推進に当たってのいくつかの課題も見受けられたところである。

今後の協働・連携事業の推進について，さらなる取組が必要な事項を，次のとお

り意見として述べる。

１ 協働・連携事業の推進について

(1) 協働・連携事業に対する職員の意識啓発について

協働・連携事業を実施するに当たっては，全ての職員がＮＰＯ法人と行政との

協働の背景，協働の基本原則や協働の意義などについて理解を深めることが重要

であるが，実地調査において，お互いの役割分担を明確にして協働・連携事業を

実施していないなど，協働・連携事業の基本原則についての認識が不足している

状況が見受けられた。

アンケート調査においては 「県職員の協働・連携に関する考え方の個人差が，

大きい 「担当職員がともに学び，ともに推進するという意識が低い 」とい。」， 。

った意見が見受けられた。

また，監査対象機関の一部では 「岡山県とＮＰＯとの協働の手引き」が十分，

に活用されていない状況が見受けられた。このため，県政全般にわたって更に協

働・連携事業を推進していくためには 「岡山県とＮＰＯとの協働の手引き」の，
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周知を図るとともに，全職員を対象にした研修会の開催などを通して，協働・連

携の目的や意義等についてより認識を深めていくことが必要である。

(2) 協働・連携の形態について

協働・連携事業を実施するに当たっては，委託，補助等の形態のうち，当該事

業の目的，内容，期待される効果等に最も適した形態は，どのようなものかにつ

いて検討する必要がある。

今回の監査対象事業においては，39事業のうち26事業（66.7パーセント）が委

託事業として実施されている。

また，監査対象機関の一部においては，ＮＰＯ法人との委託契約の締結や補助

金の交付手続に先立ち，協働協定書を締結している事例が見受けられた。そこで

は，県とＮＰＯ法人の目的の共有，対等な関係，相互理解，さらには，ＮＰＯ法

人との役割分担を基本的な協働の原則として締結することによって，協働事業の

促進が図られている。

協働事業の内容によっては，ＮＰＯ法人との協働事業であることをお互いが確

認する手法として，委託契約の締結や補助金等の交付手続に加えて，協働協定書

などを活用する方法が効果的であると考えられるので，適正な財務事務の処理の

範囲内において必要に応じて検討することが望まれる。

更に，今後の事業の実施に当たっては，協働事業の原点に今一度立ち戻り，Ｎ

ＰＯ法人の専門性や独自の発想を事業に生かせるよう，協議しながら進めていく

手法も検討する必要がある。

(3) 協働・連携の評価について

協働・連携の現場において，評価をどのように位置付け実施していくかが，協

働・連携を成功させる鍵であるとも言われている。

「岡山県とＮＰＯとの協働の手引き」では，評価項目の参考例として，県とＮ

ＰＯ法人が相互に評価を行うよう，実施事業に係る評価の項目や数値化について

提示している。

今回の監査対象事業において，その一部の事業では，事業完了後に協働事業評

価チェックシートを相互に作成するとともに，評価検討会を開催して次の事業へ

向けての課題を検討している事例が散見されたものの，当該事業の多くでは，協

働・連携事業の終了後の評価が実施されていないと見受けられた。

アンケート調査においては，全てのＮＰＯ法人が「高い成果が得られた 」又。

は「一定の成果が得られた 」と回答しているが，一方では，事業の終了後に県。

に対して意見を述べる機会がなかったとＮＰＯ法人の19パーセントが回答してい

る。

これらのことから，今後は，協働・連携事業に関して，事業の当事者双方が，

それぞれの視点から課題を洗い出し，改善につなげていくために，事業実施後の

報告会や検討会等を開催し，期待どおりの成果を挙げたかどうかという面と，協

働・連携という手法が，協働の基本原則とされている目的の共有，対等，相互理

解及び情報公開の原則に沿って適切に遂行できたかどうかという二つの面に分け

て，それぞれ評価を行うことが望ましい。そのことにより，次の協働・連携事業

に生かしていく必要がある。
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２ 協働・連携を推進するための環境整備について

(1) 全庁的な推進体制について

県は，ボランティアやＮＰＯ活動を支援する拠点施設として，ゆうあいセンタ

ーを平成17年９月に整備し，各種情報の提供，人材育成研修などを行っている。

アンケート調査においては ゆうあいセンターは 非常に活用しやすい 内， 「 。」，「

容も充実している 」などの好意的な意見が多く見受けられた。今後とも，ゆう。

あいセンターの事業内容の充実に向けて，より一層努力することが期待されてい

る。

また，庁内のボランティア・ＮＰＯとの協働に係る施策を総合的に推進するた

め，県民生活部次長を議長とし，庁内各部局の主管課長を委員とする「ボランテ

ィア・ＮＰＯ協働推進庁内連絡会議」を設置し，必要に応じて会議を招集してい

るが，全庁的な更なる協働・連携事業の推進を図るためにも，定期的に会議を開

催するなど，協働事業への取組状況やＮＰＯ法人等からの意見・要望，協働に係

る施策等の情報を共有し，協働・連携事業をより積極的に推進していくことが望

まれる。

(2) 参入機会の確保について

公募に際しては，多くのＮＰＯ法人に参加してもらうことが望ましい。県では

毎年３月頃に，岡山県ＮＰＯ関連予算説明会を開催し，ＮＰＯ法人等に対して事

業説明を行うなど，年間の実施予定事業の情報提供に努めるとともに，公募事業

の実施の際には，ゆうあいセンターでの募集チラシの設置やホームページによる

募集情報の提供により周知を図っている。

アンケート調査においては 「提案事業を行う機会がもう少し増えるとＮＰＯ，

の得意分野を生かした協働事業が多く実施できる 「まだ具体的な双方向の情。」，

報交換の場が少ない 「予算説明会以外の企画もあってほしい 」などの意見。」， 。

が寄せられている。実地調査の対象機関の中には，ゆうあいセンターのホームペ

ージで募集情報の提供を行うことなく，当該機関のホームページでしか募集広報

していないものも見受けられた。

今一度，募集方法などについて周知徹底を図るとともに，より多くのＮＰＯ法

人が参入できるよう，募集に係る広報の方法や情報交換の機会を増やすことなど

について工夫することが求められる。

また，公募に際しては，選考基準や選考結果をホームページ等でできるだけ公

表するなど公平性・透明性の確保にも努める必要がある。

(3) 広報及び啓発について

県では，ボランティア・ＮＰＯ活動情報誌「ボランピオ」やゆうあいセンター

のホームページ等で情報発信を行うとともに，これらの情報発信に加えて，県内

各地で各種講座やセミナー等を計画し開催している。

アンケート調査においては，広報・啓発に関する県の取組について 「高く評，

価している」が13パーセント 「おおむね評価している」が61パーセントで，７，

割以上が好意的な回答をしている。

一方 「あまり評価していない」が13パーセント 「よく分からない」が13パ， ，

ーセントと広報や啓発が不十分と感じているＮＰＯ法人も存在する。
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こうしたことから，多くの県民の目につきやすい広報媒体等を活用して広報や

啓発に努め，より多くの県民に関心を持っていただきながら，県内の各地域でＮ

ＰＯ法人等による協働・連携の輪が広がっていくことが望まれる。

３ 結び

今日の多様化する行政ニーズに適切に対応し，県民，ボランティア・ＮＰＯ，企

業，大学などの多様な主体と行政が，目標を共有し，その目標に向かって，ともに

力を合わせて活動する協働によって，活力ある地域づくりを進めていくことは極め

て重要である。

， ，今回の監査では 県とＮＰＯ法人との協働・連携事業が適切に推進されているか

ＮＰＯ法人の活動しやすい環境が整備されているか，などについて監査を行った結

果，多くのＮＰＯ法人から専門性等の特徴を十分生かせる機会を得られたなどの意

見があり，県が進めてきた協働・連携の取組について一定の成果が認められた。

今後，県行政のさまざまな分野で，ＮＰＯ法人の特性を生かした協働・連携をよ

り一層推進していくためには，まず県自らが協働について一層理解を深めるととも

に，ＮＰＯ法人をはじめとする新しい公共の担い手と意見交換する機会を多く設け

るなど，相互理解に努めることが必要である。

県では，今後 「岡山県新しい公共支援事業基金」を造成し，ＮＰＯ等と行政が，

協働して，地域の課題の効果的・効率的な解決を図るモデル事業の支援をはじめと

した，新しい公共支援事業を実施していく方向にある。

今回の監査が 「快適生活県おかやま」の実現を基本目標に進められている 「自， ，

立と協働」による活力ある地域づくりに十分に生かされるよう期待する。

第４ アンケート調査の概要

１ 調査方法

監査対象とした協働・連携事業の相手先の中から，29法人（33事業）に対して県

との協働・連携に関するアンケート調査を郵送による方法で実施し，27法人（31事

業）から回答を得た。

２ 調査時期

平成22年９月から10月までの間に実施した。

３ 主な調査内容

(1) 県との協働・連携で事業を実施したきっかけは何でしたか。

県の公募に対して応募したものが49パーセントと最も多かった。次いで県から

の要請によるもの，法人と県とが協力して，課題や事業目的の設定段階から立ち

上げたものの順になっている。

(2) 協働・連携の成果をどのように評価していますか。

高い成果が得られたが35パーセント, 一定の成果が得られたが65パーセントと

好評価を得ている。

（主な意見）

・ 参加者が多く，行政，民間，ＮＰＯ法人の協働を理解してもらう機会を得
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た。

・ 県とＮＰＯの役割分担を的確に生かしあい進むことができ，事業は大成功

に終了した。その後の展開は，より広く展開，前進し続けています。協働事

業に応募して本当によかったと思います。

・ 各市町村担当者への説明や県全体への広報などを担っていただいたこと

で，行き届いた情報提供ができた。

(3) 事業実施に当たり県との事前協議等は十分行われましたか。

十分だった，おおむね十分だったを合わせると90パーセントと事前協議等が十

分に行われている結果となっている。

(4) 事業の終了後に県に対して意見を述べる機会はありましたか。

あったと回答した法人が81パーセントに対して，なかったと回答した法人が19

パーセントとなっている。

(5) 今回の協働・連携事業を通じて，貴団体にはどのようなメリットがありました

か。

専門性，柔軟性，先駆性等の特徴を十分生かせる機会を得られたと回答したも

のが最も多く，次いで人材育成につながった，新たな「公」の担い手としての自

覚が育ったという順になっている。

(6) 今回の協働・連携事業を踏まえて，今後も県と何か協働・連携したいと思いま

すか。

ぜひ協働したいが71パーセント，できれば協働したいが26パーセントで，ほと

んどの法人が今後も協働・連携事業を行いたいと考えている。

(7) ＮＰＯ活動を盛んにするための県の取組に対する感想をお聞かせ下さい。

ア 広報, 啓発に関する県の取組

， ，高く評価しているが13パーセント おおむね評価しているが61パーセントで

７割以上の法人が県の取組を評価している一方，あまり評価していないが13パ

ーセント，よく分からないが13パーセントとなっている。

（主な意見）

・ ホームページ上で，事業報告書類等の閲覧が可能になったことで, ＮＰ

Ｏ法人の理解促進につながっていると思います。

・ さまざまなＮＰＯ又はそれに準じた団体を紹介していただき，私どもの

団体の活動も幅を持たせていただきました。

・ 新おかやま夢づくりプランへの掲載やホームページの掲載などは承知し

ていますが，それほど積極的とは感じていません。

・ 部署によって協働に対する意識が大きく異なるため，高く評価できる課

とそうでない課が見受けられる。

イ ＮＰＯ活動を盛んにするための支援措置に関する県の取組

， ，高く評価しているが10パーセント おおむね評価しているが55パーセントで

あまり評価していないが19パーセント，よく分からないが16パーセントとなっ
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ている。

（主な意見）

・ ＮＰＯ会館の利用など大変有難く思っております。今後もセンター等を

介してＮＰＯ支援をお願いします。

・ ＮＰＯの活動をしている人及び価値観を理解していない方々が多く，仕

組み等ハード面の取組に偏っているのでは。

・ 具体的な事業に対する支援，協働は進んでいるが，ＮＰＯ団体そのもの

の運営基盤の強化に対する支援は，あまり多くないと感じることがある。

４ アンケート結果

ＮＰＯ法人へのアンケート調査集計表は，別紙２のとおりである。
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別紙１
監査対象機関及び監査対象事業

事　　業　　名 団　　体　　名 形態 実地調査

県民生活交通課
岡山県ボランティア・ＮＰＯ活動支援
センター運営事業

岡山県ボランティア・ＮＰＯ活
動支援センター管理運営共同体

その他

県民生活交通課
シニア・アクティブライフ講座開催事
業

特定非営利活動法人
まちづくり推進機構岡山

委託
（公募）

○

中山間・地域振興
課

中山間地域等空き家流動化推進事業
特定非営利活動法人
コミュニティー　デザイン　アン
ド　マネジメント　ジャパン

委託 ○

国際課 岡山発国際貢献活動推進事業
特定非営利活動法人
岡山県国際団体協議会,
岡山大学（連携協働団体）

補助

くらし安全安心課 まちかどＵＤ協働推進事業
特定非営利活動法人
まちづくり推進機構岡山

委託
（公募）

○

くらし安全安心課
ユニバーサルデザイン（ＵＤ）啓発ワ
ゴンサービス事業

特定非営利活動法人
まちづくり推進機構岡山

委託
（公募）

くらし安全安心課
ユニバーサルデザイン（ＵＤ）協働の
パートナー事業

特定非営利活動法人
まちづくり推進機構岡山

委託
（公募）

男女共同参画青少
年課

ＤＶ休日電話相談事業
特定非営利活動法人
さんかくナビ

委託
（公募）

人権施策推進課
岡山県人権啓発パートナーシップ推進
事業

特定非営利活動法人
すみれ会

補助 ○

環境文化部 文化振興課 おかやま旧日銀ホール管理運営業務
特定非営利活動法人
バンク　オブ　アーツ岡山

その他

健康推進課
岡山県基幹型精神障害者地域生活支援
センター事業

特定非営利活動法人
岡山県精神障害者家族会連合会

委託
（公募）

健康推進課
岡山県精神障害者地域移行支援特別対
策事業

特定非営利活動法人
サポートセンター・ウイズ

委託
（公募）

○

子ども未来課
放課後児童指導員専門性養成テキスト
作成事業

特定非営利活動法人
日本放課後児童指導員協会

委託 ○

子ども未来課 岡山いきいき子育て応援事業
特定非営利活動法人
日本放課後児童指導員協会

補助

障害福祉課 販路開拓員等配置事業
特定非営利活動法人
岡山県社会就労センター協議会

委託
（公募）

○

対　象　機　関

保健福祉部

県民生活部

－11－
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事　　業　　名 団　　体　　名 形態 実地調査対　象　機　関

障害福祉課 先進事業所への支援事業
特定非営利活動法人
岡山県社会就労センター協議会

委託
（公募）

長寿社会課
平成２１年度主任介護支援専門員研修
事業

特定非営利活動法人
岡山県介護支援専門員協会

委託
（公募）

○

福祉相談センター
福祉用具展示・体験コーナー管理運営
事業

特定非営利活動法人
あんしんネット

委託 ○

産業振興課 ソーシャルビジネス創出支援事業
特定非営利活動法人
吉備野工房ちみち

委託
（公募）

○

労働政策課
緊急雇用対策室

若年無業者就職等支援事業
特定非営利活動法人
リスタート

委託
（公募）

○

労働政策課
緊急雇用対策室

若年無業者ピア・サポート事業
特定非営利活動法人
リスタート

委託
（公募）

○

労働政策課
緊急雇用対策室

発達障害者就労支援事業
特定非営利活動法人
リスタート

委託
（公募）

都市局
建築指導課

ワークショップ等によるユニバーサル
デザイン（ＵＤ）まちづくり人材育成
事業

特定非営利活動法人
まちづくり推進機構岡山

委託 ○

都市局
住宅課

マンション管理基礎セミナー開催事業

特定非営利活動法人　岡山県マ
ンション管理組合連合会、特定
非営利活動法人　まちづくり推
進機構岡山

協力

教育庁 人権教育課
平成２１年度人権教育リーダー養成講
座

特定非営利活動法人
国際理解教育センター

その他

警察本部 県民応接課 心と命の教育活動
特定非営利活動法人
おかやま犯罪被害者サポート・
ファミリーズ

委託 ○

地域政策部
協働推進室

まちなか創生事業～街café de enjoyし
ませんか～

特定非営利活動法人
まちづかい塾

共催 ○

地域政策部
環境課

「水と緑の循環」から流域環境を考え
る～里山・里川・里海づくりでコラボ
しませんか～

特定非営利活動法人
グリーンパートナーおかやま

共催 ○

健康福祉部
福祉振興課

地域子育て支援従事者のための研修プ
ログラム開発事業

特定非営利活動法人
子ども達の環境を考える・ひこ
うせん

共催

健康福祉部
保健課

ひきこもり支援のためのパネルディス
カッション

特定非営利活動法人
リスタート

共催

備前県民局

保健福祉部

産業労働部

土木部

－12－
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事　　業　　名 団　　体　　名 形態 実地調査対　象　機　関

地域政策部
協働推進室

平成２１年度男女共同参画啓発事業
特定非営利活動法人
子ども劇場笠岡センター

委託
（公募）

健康福祉部
福祉振興課

中山間ＳＵＮ・山プロジェクト
特定非営利活動法人
１００万回のサアーたいへん

委託 ○

農林水産事業部
森林企画課

高梁地域県民参加の森づくり事業
特定非営利活動法人
ふれあいの里・高梁

委託 ○

地域政策部
協働推進室

「誰もが使える！UDまるごとin美作」
開催事業

特定非営利活動法人
まちづくり推進機構岡山

委託
（公募）

地域政策部
協働推進室

美作協働推進事業
特定非営利活動法人
つやまＮＰＯ支援センター

委託 ○

地域政策部
協働推進室

「夏・冬アート展’09in勝山」開催事
業

特定非営利活動法人
勝山・町並み委員会

委託
（公募）

地域政策部
環境課

「親子エコフェスタ２００９」開催事
業

特定非営利活動法人
エコネットワーク津山

委託 ○

健康福祉部
福祉振興課

０～４才の子どもと「アート」のすて
きなであい～アートのシャワーでつも
れ・つもれ・こころのえいよう～

特定非営利活動法人
みる・あそぶ・そだつ　津山子
ども広場

補助

農林水産事業部
森林企画課

おかやま森づくり県民基金事業
特定非営利活動法人
岡山環境カウンセラー協会

補助

注　１　形態については，各監査対象機関から提出された資料による。
　　２　形態のその他については，指定管理又は講師派遣である。
　　３　実地調査欄の○印は，実地調査を実施した監査対象機関である。

備中県民局

美作県民局
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別紙２

ＮＰＯ法人へのアンケート調査集計表

１ 貴団体の活動状況について，広く一般に活動内容を広報していますか。

（件）

①　ホームページで広報している 28 90%

②　会報等を発行して広報している 19 61%

③　ポスター等の掲示によって広報している 8 26%

④　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　） 3 10%

２ 県との協働・連携で事業を実施したきっかけは何でしたか。

（件）

①　貴団体から県に提案、要請等をしたもの 4 13%

②　貴団体と県とが協力して，課題や事業目的の設定段階から立
　　ち上げたもの 5 16%

③　県からの要請によるもの 6 19%

④　県の公募に対して応募したもの 15 49%

⑤　その他（  　　　                      ） 1 3%

３ 事業は貴団体の活動目的に合ったものでしたか。（補助の場合は記載不要）

（件）

①　合っていた 22 71%

②　おおむね合っていた 7 23%

③　あまり合っていなかった 0 0%

④　合っていなかった 0 0%

⑤　どちらとも言えない 0 0%

４ 協働・連携の成果をどのように評価していますか。

（件）

①　高い成果が得られた 11 35%

②　一定の成果が得られた 20 65%

③　あまり成果が得られなかった 0 0%

④　全く成果が得られなかった 0 0%

⑤　どちらとも言えない 0 0%

５ 貴団体と県との役割・責任の分担は適切でしたか。（補助の場合は記載不要）

（件）

①　適切だった 18 58%

②　おおむね適切だった 9 29%

③　あまり適切でなかった 1 3%

④　適切でなかった 0 0%

⑤　どちらとも言えない 1 3%
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６ 県と対等の関係で事業を実施することができましたか。（補助の場合は記載不要）

（件）

①　県が主導的だった 0 0%

②　県がやや主導的だった 3 10%

③　対等だった 23 74%

④　貴団体がやや主導的だった 2 7%

⑤　貴団体が主導的だった 2 7%

７ 事業実施に当たり，県との事前協議等は十分行われましたか。

（件）

①　十分だった 10 32%

②　おおむね十分だった 18 58%

③　あまり十分でなかった 2 7%

④　十分でなかった 0 0%

⑤　どちらとも言えない 1 3%

８ 事業の実施途中で県に対して意見を述べたり，県と協議する機会はありましたか。

（件）

①　あった 29 93%

②　なかった 2 7%

９ 事業の終了後に県に対して意見を述べる機会はありましたか。

（件）

①　あった 25 81%

②　なかった 6 19%

１０ 今回の協働・連携事業を通じて，貴団体にはどのようなメリットがありましたか｡

（件）
①　専門性，柔軟性，先駆性等の特徴を十分生かせる機会を得ら
　　れた 22 71%

②　新たな「公」の担い手としての自覚が育った 16 52%

③　事業参画により，住民参加が進んだ 15 48%

④　地域ニーズや社会状況の変化がわかった 15 48%

⑤　人材育成につながった 17 55%

⑥　より自立性が増した 6 19%

⑦　行政職員の意識や考え方がよく理解できた 12 39%

⑧　財政面での運営が楽になった 11 35%

⑨　特にメリットはなかった 0 0%

⑩　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　） 4 13%
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１１ 今回の協働・連携事業を踏まえて，今後も県と何か協働・連携したいと思いますか。

（件）

①　是非協働したい 22 71%

②　できれば協働したい 8 26%

③　あまり協働したくない 0 0%

④　協働したくない 0 0%

⑤　どちらとも言えない 1 3%

１２ ＮＰＯ活動を盛んにするための県の取組に対する感想をお聞かせください。

(1) 広報, 啓発に関する県の取組

（件）

①　高く評価している 4 13%

②　おおむね評価している 19 61%

③　あまり評価していない 4 13%

④　全く評価していない 0 0%

⑤　よく分からない 4 13%

(2) 人材育成に関する県の取組

（件）

①　高く評価している 4 13%

②　おおむね評価している 14 45%

③　あまり評価していない 9 29%

④　全く評価していない 0 0%

⑤　よく分からない 4 13%

(3) ＮＰＯ活動を盛んにするための支援措置に関する県の取組

（件）

①　高く評価している 3 10%

②　おおむね評価している 17 55%

③　あまり評価していない 6 19%

④　全く評価していない 0 0%

⑤　よく分からない 5 16%

(4) ＮＰＯが必要とする支援の把握に関する県の取組

（件）

①　高く評価している 2 7%

②　おおむね評価している 11 35%

③　あまり評価していない 7 23%

④　全く評価していない 0 0%

⑤　よく分からない 11 35%

注　複数回答や無回答の項目があります。
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アンケートに記載された意見, 要望等

（主な意見）

２　その他県に対する意見，要望等がありましたら記載願います。

（主な意見）

　・　財源が乏しいので２分の１補助をもう少し考えていただけませんか。

　・　新たな事業の創出に関する活動，事業に対してもっと予算を増やしていただきたい。

　・　随時，提案や相談をさせていただきます。今後ともよろしくお願いいたします。

　・　非常にお世話になっていますが，今ひとつ熱意が伝わってこない。

　・　「協働する」ということを好む人材を担当にしていただきたい。「協働」，「民間ベース」，「民
　　間感覚」が嫌いな人が担当になった場合，歩み寄りは無理です。「必要」であるという意識の強いＮ
　　ＰＯと「任務だから」という行政担当者では温度差が大きく，ともに達成する姿勢，二人三脚にはな
　　れません。

　・　県としての制度を超えて担当して下さった方々の熱意やお志によって，活動に展開を持たせていた
　　だきました。

　・　担当者の交代が事業遂行にマイナスになるのではなく，理解者の拡大というプラスに働くよう意思
　　疎通を密にしていくよう努力したい。

　・　県職員の協働・連携に関する考え方の個人差が大きいため，研修等により意識の向上に努めてもら
　　いたいと思います。

　・　今後この経験をいかに続けていくか，持続性を課題として，とぎれのない連帯をさせていただきた
　　いと思っております。

　・　行政の方との対話を重ねることが重要です。県の行政を担当する方は現場に行って色々な面を見る
　　ことですね。

　・　民間団体としては財政的に潤沢でない中，必要経費も工夫しながらの運営である。そんな中，委託
　　料の２分の１が後払いなのは非常に苦しい。

　・　提案事業を行う機会がもう少し増えるとＮＰＯの得意分野を生かした協働事業が多く実施できる。

１　県との協働・連携を進める上で，何が課題と思われますか。また, その課題に対して, どのように取
　り組んだら良いと考えますか。
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